
軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付の取扱いについて 

赤字部分：平成２６年１２月４日追記 

 

１ 例外給付とは 

 要支援１・２及び要介護１（自動排泄処理装置については要介護２・３まで）（以下「軽

度者」とする。）の軽度者について、福祉用具貸与で保険給付の対象外とされる事例であっ

ても、例外的に福祉用具が必要な状態に該当すると認められるものについては給付対象と

します。 

あくまでも例外給付であるため、貸与の際は必要性を精査・熟考のうえ判断してくださ

い。 

  また、現在、例外給付の対象となっている方も、例外給付の有効期間ごとに必要性の見

直しを行い、真に必要な方にのみ給付されるよう適切な運用をお願いします。 

 

２ 例外給付の流れ   ※別紙１「フローチャート」参照 

  例外給付の流れは以下の２パターンです。原則、基本調査の結果で判断しますが、該当

しない場合でも一定の要件のもと貸与が可能となります。 

 

（１）例外給付その１ 市への確認が不要（基本調査等で例外給付に該当するもの） 

別紙２「例外給付その１チェック表」で、基本調査の結果で例外給付の対象となる場合

は、市への確認書類の提出は不要となり、通常の福祉用具貸与の手続きにより貸与可能と

なります。 

また、同表の車いす（付属品含む）の「（二）日常生活範囲における移動の支援が特に必 

要と認められる者」と移動用リフトの「（三）生活環境において段差の解消が必要と認めら

れる者」は、基本調査で該当する箇所がないため、以下の①～④の手続きにより、貸与が

可能となります。この場合においても市への確認書類の提出は不要です。 

 

① 主治医から福祉用具貸与の必要性についての意見聴取 

主治医意見書、主治医連絡票だけでなく、口頭での意見聴取（看護師等の病院職

員を通じて主治医の意見を聴取する場合も含む）も可としますが、必ず支援経過等

に記録を残してください。 

② サービス担当者会議の開催 

福祉用具レンタル以外のサービス事業者等、対象者の状態像について適切な助言 

が可能な者にも参加を求めた上で貸与の必要性について話し合い、記録を残して

ください。 

③ ケアプランへの位置づけ 

上記の①、②を踏まえた上で福祉用具が必要な理由をケアプランに記載してくだ

さい。 

④ 福祉用具貸与が必要な理由の見直し 

      ケアプランに記載された必要な理由を必要に応じて随時見直してください。 

 



（２）例外給付その２ 市への確認が必要（基本調査等で例外給付に該当しない） 

例外給付その１では例外給付の対象とならない場合、以下の①、②の要件を満たし、こ

れらについて刈谷市に確認を受けた場合は例外給付の対象となります。 

 

① 次の（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき判断さ 

れている。 

【福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像】 

（Ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によ

って、頻繁に告示に定める福祉用具が必要な状態に該当する者 

 （例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 

（Ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに告示に定め

る福祉用具が必要な状態に至ることが確実に見込まれる者 

 （例 がん末期の急速な状態悪化） 

（Ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等

医学的判断から告示に定める福祉用具が必要な状態に該当すると判断できる者 

 （例 ぜんそく発作等による呼吸不全） 

② サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に 

必要である旨が判断されている。 

 

３ 例外給付その２の申請手続（市への確認申請書の提出） 

（１） 提出書類 

次の①～③の書類を利用前に刈谷市役所長寿課に提出してください。なお、やむを得な

い事情により書類の提出が遅れる場合は、事前に市に相談してください。 

① 介護保険 福祉用具貸与例外給付確認申請書（様式１） 

② 医師の医学的な所見を示す書類（ア～ウのいずれか） 

  ア 主治医意見書 

  イ 医師の診断書 

  ウ 介護支援専門員等が聴取した医師の所見の記録 

→例：主治医連絡票、口頭確認（看護師等の病院職員を通じて医師の所見を

確認する場合も含む）した内容を記載した支援経過記録 

③ サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与を

必要である旨を判断したことを示す書類 

→要介護者：居宅サービス計画書の第１，２，４，５表 

要支援者：介護予防支援にかかる関連様式（支援経過・担当者会議の部分含む） 

 

（２） 確認結果の通知 

結果は例外給付の有効期間を記載した通知書を渡します。 

 

（３） 例外給付の有効期間 

① 開始日 

確認申請書（必要な添付書類含む）の提出日 



② 終了日 

サービス担当者会議の開催日から６ヶ月後の末日 

※ただし、例外給付の有効期間の終了日前に、認定の有効期間が終了する場合は、認定の

有効期間の末日が終了日となりますので、ご注意ください。 

 

（４）判断の見直し（継続して貸与を受ける場合） 

例外給付の有効期間が終了する前に対象者の状態を確認し、貸与の必要性について見直

しを行います。 

継続して貸与が必要と判断した場合は、例外給付の有効期間が切れる前に、（１）のとお

り確認申請書（必要な添付書類を含む）を提出する必要があります。 

 

（５）認定結果前の暫定利用について  ☆平成２４年１０月１日から 

例外給付その２の認定結果前の暫定利用を可能とします。 

新規申請中の認定が出ていない段階で福祉用具の貸与が必要と介護支援専門員等が判断

した場合、軽度者と見込まれ、かつ、例外給付その２の要件に該当する場合には、（１）の

とおり確認申請書をあらかじめ市に提出し、例外給付の対象とすることができます。 

なお、この場合の例外給付の有効期間の開始日も確認申請書の提出日からになります。 

軽度者と認定された場合、確認申請日に遡って給付が受けられますが、要介護２以上と

認定された場合、確認申請は無効になります（自動排泄処理装置については要介護４以上）。 

  ★利用の際には、利用者に実費負担の可能性がある旨を十分に説明してください。 

 

４ 留意事項 

（１） 医師への意見聴取及び医学的な所見を示す書類について 

医師に意見を求める際は、例外給付について十分に説明した上で、その内容を必ず具

体的に聴取してください。 

 例外給付その２では、医師の医学的な所見を示す書類で「福祉用具貸与の例外給付の

対象とすべき状態像（Ⅰ）～（Ⅲ）」に該当することが明確に判断できる内容が記載され

ていることが必要です。 

（確認不可の判断例） 

・単に福祉用具が必要であるとだけ記載している場合 

・病名だけを記載して、必要と判断している場合 

★疾病等からその利用者の状態を判断し、福祉用具の必要性を明確にしてください。 

 

（２） 認定更新により例外給付の対象となる場合について 

 要介護２（自動排泄処理装置は要介護４）以上の方が更新により軽度者と認定され、例

外給付の対象となるケースがありますので、更新の際には基本調査の結果に留意し、確認

申請が必要な場合は速やかに手続きしてください。 

 

 


